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支配株主等に関する事項について 

 当社のその他の関係会社について、支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知

らせいたします。 

 

記 

 

１. 親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

（2026 年３月 31 日現在） 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株券等が 

上場されている 

金融商品取引所等 

直接 

所有分 

合算 

対象分 
計 

ヒューリック 

プロパティソリュ

ーション株式会社 

主要株主及び主要株主で

ある筆頭株主並びにその

他の関係会社 

17.97 0.00 17.97 非上場 

ヒューリック 

株式会社 
その他の関係会社 0.00 17.97 17.97 

株式会社東京証券取引所 

プライム市場 

（注 1）議決権所有割合につきましては、自己株式を控除して計算しております。 

（注 2）議決権所有割合につきましては、「直接所有分」、「合算対象分」、「計」、いずれも、小数第二位未満を切り

捨てて表示しております。 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

名称 理由 

ヒューリック株式会社 
主要株主及び主要株主である筆頭株主並びにその他の関係会社であるヒューリック

プロパティソリューション株式会社（以下「HPS 社」）の 100%親会社であるため。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

① 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け 

ヒューリック株式会社（以下「HLC 社」という。）は 2026 年３月 31 日現在において、間接保有

ではあるものの、当社議決権の 17.97%を保有するその他の関係会社に該当します。 

（役員の兼務状況：あり） 

役職 氏名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 

社外取締役 吉田昂希 その他の関係会社の 100%子会社 

ヒューリックエナジーソリューション 

株式会社 代表取締役 

当社事業に関わり合いの深い識見を有

し、当社の推進する総合エネルギー事業

の発展・強化に寄与いただけることを 

期待しているため。 

 当社と、HLC 社並びにその 100％子会社との取引は、利益相反が生じる可能性があることから、独立役員として

指定しておりません。 

なお、その他、従業員の兼務、出向者の受け入れ、金銭等の貸借関係、保証・被保証関係、重要な製造設備等に

ついて賃貸借関係はありません。 

 

 



 

② 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、また、上場

会社が、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的関係、資本関係などの面から受ける

経営・事業活動への影響等 

 当社並びにその子会社及び関連会社と、HLC 社並びにその子会社及び関連会社（以下、総称し

て「ヒューリック・グループ」という。）がそれぞれ有する専門性及び経営資源を相互に活用す

ることにより、電力事業等を発展させることを目的として、当社と HPS 社は 2025 年 5 月に資本

業務提携契約を締結しております。 

 当社は、①に記載のとおりヒューリック・グループより社外取締役を 1 名招聘しております

が、当社の経営に関しましては、ヒューリック・グループの指示や承認に基づいてこれを行う

のではなく、独自に意思決定をしており、当社は上場会社として独立性を確保しております。 

 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

名称 属性 取引内容 取引金額 
科目及び期末残高

（百万円） 

ヒューリック 

プロパティソリュ

ーション株式会社 

主要株主及び主要株主で

ある筆頭株主並びにその

他の関係会社 

第三者割当による

自己株式の処分  
156 百万円 ― 

その他特に記載すべき重要な事項はありませんが、当社は、支配株主等との取引については、資本関係等のな

い取引先と通常取引をする場合と同様に市場価格等を勘案して決定しております。また、支配株主等との重要

な取引については、取締役会の事前の承認を義務付けるとともに、取引が継続している場合は、その合理性と

取引条件の妥当性について取締役会に毎年報告することとしております。これらのことから、当社の支配株主

等からの独立性は十分に確保されているものと認識しております。 

 

 

以上 


